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論文審査の結果の要旨 

 本論文は、労働組合法２条の「使用者」概念を、労働組合の自主性の観点から考察するものである。 

 申請者は、現代社会が超企業的社会へと向かっており、超企業的社会では超企業的組合である合同労組に注目が集

まるとし、合同労組に着眼して本論文を執筆した。かつての合同労組は、中小企業の未組織労働者を中心に、一定の

地域を基盤として組織化を図っていたが、現代の合同労組は、非正規労働者や外国人労働者、企業別組合から脱退し

た者等を含めて広く、かつ、インターネット等を利用して全国規模での組織化を図っている。合同労組がその役割を

十分に果たすには、合同労組の人材・資金確保が重要であるが、合同労組ではリーダー的存在を見つけることが容易

でなく、低所得者層の割合が高いため組合費が十分でなく、組合活動諸経費は完全に自前であり、財政状況は芳しく

ないとの問題がある。これに関係するのが、労働組合法２条の法適合要件である。 

 企業別労働組合を前提とする従来の議論では、「使用者」概念として、もっぱら労働組合法７条（不当労働行為制

度）の「使用者」が議論され、通説的にはそれが労働組合法上の「使用者」と同義とされてきた。これに対して申請

者は、労働組合法上の「使用者」概念を多義的にとらえる立場をとる。そして、労働組合法２条の「使用者」概念を

縮小すれば、労働組合の法適合要件を緩和することになり、それにより人材・資金確保の可能性が広がれば、労働組

合の組織基盤の強化につながると考える。 

 

 本論文の構成および概要は、以下のとおりである。 

「Ⅰ はじめに」および「Ⅱ 現代の労働環境とこれからの労働環境」では、上記に述べたような本論文の問題関

心、執筆意図と、その背景となる現代の労働環境が述べられる。 

「Ⅲ 合同労組の意義とその組織的特徴から生じる労組法上の課題」では、合同労組の成立の経緯を踏まえつつ、

現代の合同労組の役割や特徴を述べる。合同労組が企業別組合の組織からもれた「労働者」等を救済する組織として

重要な役割があることや、合同労組の姿勢が個人主義的な生き方に合致すると考えられることを指摘する。 

「Ⅳ 合同労組と法適合組合」では、合同労組の視点から、労働組合法２条の法適合要件の主体性・自主性・団体

性要件について検討する。とくに自主性について、特定の企業では利益代表者に該当する場合であっても、その他の

企業との関係で利益代表者と解する必要がないとの、申請者の見解を示す。 

「Ｖ 労組法７条「使用者」概念」では、従来からの議論の蓄積がある労組法７条の「使用者」概念を整理し、そ

れと労組法３条の「労働者」の関係、さらには、労組法２条の「使用者」との関係等を探る。 

「Ⅵ 台湾の集団的労使関係法制」では、日本の労働組合法を参考に法整備がなされている台湾の集団的労使関係

法制をとりあげる。中心となるのは工會法であるが、台湾では工會（労働組合）の自主性を意識しつつも人材・資金

確保の観点から柔軟な規定がなされていることが注目される。工會の自主性、人材・資金の確保、雇主（使用者）概

念等について、検討する。 

「Ⅶ 法適合組合と「使用者」概念」では、以上の検討を踏まえ、労働組合法２条「使用者」概念について、申請

者の私論を展開する。労働組合法２条における重要な観点は自主性を阻害するかにあるとし、（「使用者」とみなさ

れうる立場にある者が）自主性を阻害しない場合にまで「使用者」と評価すべきでないことを、述べる。 

 「Ⅷ おわりに」で、本論文を総括し、分析して得られた結論を明らかにする。 

 



 

 「大阪大学大学院法学研究科における学位論文に係る評価に当たっての基準について ２．３」に基づき、以下、

本論文の評価を行う。 

 本論文は、合同労組が超企業的社会に適合し、多様な労働者を取り込み、インターネット等を利用した活動により、

地方の労働者をも取り込む可能性を指摘する。これにより合同労組は、労働組合や弁護士事務所等が存在しない地方

の労働環境の改善に寄与する可能性があるとするが、このような視点は目新しいものであるし、実践的提言としての

意味がある。合同労組や労働組合の自主性についての分析は、古い文献に遡って検討を行い、現代の視点から評価を

行っている点で評価できる。労働組合法上の「使用者」概念を統一的に解する通説的見解に対して、「使用者」概念

を多義的にとらえることの当否を述べたうえで、労働組合法２条の「使用者」概念について独自の見解を示したこと

は、オリジナリティの高さの点でも、労働法学会への重要な問題提起である点でも、高く評価できる。 

 本論文の論旨は明快で、文章もわかりやすい。 

 本論文は、労働組合法について十分な全般的知識の下に、執筆されている。 

 以上に加え、最終試験の結果から見ても、本論文は、博士（法学）の学位を授与するに十分な価値がある。 

 なお、本論文に剽窃のないことは、iThenticateの利用により確認した。 

 


